
1 燃油価格の高騰による影響

（燃油価格の高騰）
原油価格の世界的な高騰が続いています。日本

を含むアジアの指標原油である「中東ドバイ原

油＊１」の価格は、平成20年４月23日現在、史上最

高の101.94ドル／バーレルを記録し、概ね30ド

ル／バーレルで推移していた16年から３倍以上の

水準となっています。これに伴い、漁業で使用さ

れるＡ重油価格も、20年４月時点で史上最高額と

なっています。

価格上昇は、中国やインドなど新興国の経済発展による世界の石油需要の急増や原油産出

国の情勢不安に加え、投機資金が金融市場から原油市場に投入されたことなど複雑な要因が

絡み合っていると考えられています。原油価格は、現行の水準が今後ある程度継続するもの

と見込まれています。

（漁業生産コストの上昇）
原油価格の高騰は、漁業分野にも深刻な影響を

与えています。漁業は他産業に比べて経費に占め

る燃料費の割合が高く、また、価格の動向に敏感

な流通業者や消費者の影響等により漁獲物価格へ

の転嫁も困難な状況です。漁労支出に占める油費

の割合は、16年度までは、10～20％でしたが、17

年度には20％を超えました。特に、漁場が遠い遠

洋や近海かつお・まぐろ漁業、いか釣り漁業は深

刻な影響を受けています。

（省エネ漁業への転換）
原油価格の高騰に対しては、19年度に創設された対策基金を活用し、国として漁業経営の

構造改革を進めるとともに、漁業者の省エネの取組を推進しています。

具体的には、いか釣り漁業やサンマ漁業について、従来の集

魚灯に比べて電力消費量が約30分の１で済む発光ダイオード式

集魚灯を使用した漁船の普及を図るなど、省エネ型漁業への転

換による燃油使用量の抑制に対して支援を行っています。

また、地域が一体となって省エネ型の操業形態へ転換する場

合にも支援するほか、輪番制で休漁し、休漁期間中に漁業者が

藻場造成や干潟の整備といった生産力向上の取組を行う場合、

その活動経費を支援したり、低利の融資等の経営支援も併せて実施しています。こうした制
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中東ドバイ原油価格（月平均値） 

資料：日本経済新聞社調べ 
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漁業種類別漁労支出に占める油費の割合 

資料：農林水産省「漁業経営調査報告」を基に水産庁で作成 
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＊１ 中東ドバイ価格：ドバイが産出する代表的原油でアジアの原油市況の指標となっている。



度を利用し、油タンクの集約・再配置や自動管理システムの導入するといった燃油流通の効

率化を図った結果、コスト削減に成功した事例もみられます。さらに、燃油高騰など漁業を

めぐる最近の情勢や生産現場における取組等について、生産者、流通業者、消費者など関係

者の間で情報交換・意見交換を行い、共通の理解醸成にも努めています。

○軽油供給体制の効率化に向けた取組【北海道】
漁船用の燃料には、Ａ重油や軽油が使用されています。しかし、北海道内には軽油の給油

施設はほとんど整備されておらず、漁船への供給は地元販売店からローリー配送により対応

していました。そのため、軽油価格は地元販売店主導となっており、割高になっていました。

そこで18年12月、北海道内の軽油

供給体制を見直し、道内９地区に漁

協タンクを新たに整備し、タンクに

併設した施設から給油する体制を整

えました。燃油流通の効率化が図ら

れた結果、コスト削減が実現しまし

た。

１　燃油価格の高騰による影響
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トピックス　～水産この一年～ 

〈整備前〉 〈整備後〉 
地元販売店 

ローリー給油 

漁協タンク新設 

漁　船 

燃油価格高騰は世界の漁業にも影響 

　燃油価格高騰は、世界の漁業にも大きな影響を及ぼして

います。国連食糧農業機関（FAO）の ｢世界漁業・養殖業

白書（2006年）｣ によると、2004～2005年にかけて

ディーゼル燃料価格が約2倍に増加したため、世界中の漁

業経営に大きな損失を生み出したと報告しています。世界

の燃油総消費量のうち漁業部門のシェアは0.5％以下であ

り、今後も燃油価格は高止まりする一方、魚価が上昇する

には時間がかかることから、引き続き厳しい経営状況が続

くと予測しています。 

　また、漁業収入に占める燃油費の割合は、2002年・

2003年平均と比べて2005年には約2倍に増加してい

ます。発展途上国における燃油費の割合は、先進国の約2

倍となっていることから、先進国の方がエネルギー効率が

優れているとしています。なお、この差は定置網などの受

動的漁業で最も顕著に現れています。 

　さらに、先進国の燃油費の割合を漁業種類別に比較する

と、底びき網等の底魚を対象とした能動的漁業は、他の漁

業種類の2倍以上の割合となっていることから、燃油価格

の影響を受けやすいことがわかります。 

　同白書では最後に、OPEC（石油輸出国機構）前議長

Yamani氏の ｢石器時代が石不足によって終わったのでは

ないように、世界が燃油を使い果たすより前に燃油時代は終わりを告げるだろう｣という発言を引用し、

代替エネルギーへの期待と必要性を訴えています。 

漁業収入に占める燃油費の割合の推移 

漁業収入に占める燃油費の割合
（漁業種類別、2005年）

資料：FAO「The state of world fisheries and 
aquaculture 2006」を基に水産庁で作成
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2 鯨類の持続的な利用に向けて

（第59回国際捕鯨委員会年次会合）
19年５月に開催された国際捕鯨委員会（IWC）の年次会合において、我が国は｢対立の回

避｣、｢対話の促進｣の方針で総会に臨み、｢鯨類の適切な保存と捕鯨産業の秩序ある発展｣を

目的に設立されたIWCの正常化を求めましたが、反捕鯨国は鯨の保護を訴えて譲らず、根

本問題の解決は進展がありませんでした。

我が国の沿岸小型捕鯨について、先住民生存捕鯨と同様の観点から捕獲枠（ミンククジラ）

を要求しましたが、合意が得られず投票を取り下げました。また、19年に我が国の鯨類捕獲

調査船に対し、反捕鯨団体が船による体当たりなどの危険かつ不当な妨害を行ったことを受

け、我が国はニュージーランドとともに、反捕鯨団体による危険な妨害活動に対し加盟国が

責任ある対応をとることを促すこと等を盛り込んだ決議（案）を提案し、採択されました。

今次総会の結果を受けて、我が国としては、これまで商業捕鯨モラトリアム（一時停止）

の撤廃を図るため行ってきた（ア）鯨類の資源状況の調査、（イ）持続的利用に対する支持

拡大のための関係国に対する我が国の立場の説明、（ウ）IWCの機能回復のための関係国へ

の協力要請に加え、今後、IWCの正常化が見込まれない場合には、IWCへの対応の見直し

についても検討することとしています。

（国際捕鯨委員会の将来に関する中間会合）
20年３月には、次回年次会合で有意義な対話と交渉を行うことを目的として、中間会合が

開催されました。まず、IWCにおける意思決定にあたっては合意形成を目指すため、安易

に投票に持ち込まず、これまで以上に対話・交渉を行う等の改善策が挙げられました。また、

20年１月以降、反捕鯨団体シーシェパードが鯨類捕獲調査に対して行っている妨害行為につ

いて、「国際捕鯨委員会とその締約国は、海上での船舶活動に関する人命と財産に危険を及ぼ

す活動は受け入れられない」と厳しく非難した声明を出すことが採択されました。各国はこ

のような危険な活動に対し、国際法及び国内法に基づき協力して対処することとなりました。
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第21次南極海鯨類捕獲調査に対する妨害について 

　20年1月15日、南極海で鯨類捕獲調査に従事していた第二勇新丸に対し、昨年も体当たり等の妨害活

動を行った反捕鯨団体シーシェパード（以下、「SS」）がゴムボートを用いて、酪酸と思われる瓶の投げ

込みやプロペラに絡めることを目的にロープを流す等の危険な妨害活動を行い、さらに、SS活動家2名

が同船舶内に侵入しました。その後も1月18日には第三勇新丸に、3月3日及び7日には調査母船の日

新丸に酪酸瓶等が投げ込まれる妨害が発生しています。 

　我が国の合法な調査活動に対するこのような妨害活動は、断じて許すこと

のできない危険な行為です。IWCにおいても、このような行為は厳しく非

難されており、過去2年の年次会合で連続して、危険な妨害活動を防止する

決議が全会一致で採択され、かかる行為を抑制するために関係国が協力する

ことが求められています。我が国は今後このような事態を発生させないよう

に船籍国等の関係国に対し責任ある対応を求めるとともに、国内では関係省

庁が連携し、調査が安全に実施できる体制確保に努めることとしています。 
酪酸等のガラス瓶を日新丸に 
投げ込むSS



3 ワシントン条約第14回締約国会議
～適切な漁業管理と国際取引の規制を通じた水産資源管理の強化を目指して～

（絶滅のおそれのある野生動植物を保護）
『絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条

約』（いわゆるワシントン条約）は、野生動植物の国際取引の

規制を輸出国と輸入国が協力して実施することにより、採取・

捕獲を抑制して、絶滅のおそれのある野生動植物の保護を図ろ

うとする国際条約です。

19年６月３日から15日にかけてオランダのハーグ市で開催さ

れたワシントン条約第14回締約国会議において、サメの仲間や

ヨーロッパウナギなどの水産生物に関する国際取引の規制について話し合われました。

（サメ類の国際取引規制提案を否決）
ヨーロッパ周辺海域において資源量が減少しているニシネズミザメとアブラツノザメの国

際取引の規制が提案されました。しかし、他の海域では資源量が豊富であり、世界的に絶滅

のおそれが生じているとは科学的に認められないこと、また、たとえワシントン条約による

国際取引規制をかけても、その主な市場であるヨーロッパの国々の間の取引はワシントン条

約による規制の対象とならないため、ヨーロッパ周辺海域での資源減少の歯止めにはならな

いことから、これらの提案は認められませんでした。

（ヨーロッパウナギ資源の回復のため、国際取引を規制）
ヨーロッパ全域から北部アフリカ地域にまで分布するヨーロッパウナギは、稚魚（シラス

ウナギ）や成魚の過剰漁獲、ダムや水力発電所による河川への回遊経路の妨害などのために、

稚魚の量が1970年代後半の１～５％程度にまで減少しています。現在、必ずしも絶滅のおそ

れはないものの、その取引を厳重に規制しなければ絶滅のおそれのある種になることが懸念

されています。こうした状況を踏まえ、欧州議会は、本種の国別管理計画の策定・実施や漁

獲された稚魚の一部を河川等への再放流に使用すること等を内容とする資源回復計画を策定

しました。これを受け、締約国会議においては、違法な国際取引により資源回復計画の効果

が損なわれることのないよう、国際取引にあたり輸出国が事前に発給する輸出許可書を必要

とするワシントン条約の附属書Ⅱに掲載することが決定されました。この国際取引規制は、

21年３月から効力が生じます。

（適切な漁業管理と国際取引の規制を通じた水産資源管理の強化）
近年、ワシントン条約においては、水産生物への関心が強まっています。我が国は、水産

生物の保護については、第一に漁業管理によって行い、それを補完する上で必要な場合に国

際取引の規制を行うべきであるとの考えのもと、国連食糧農業機関（FAO）や地域漁業管

理機関＊１の全面的な関与の下での検討を推進しています。今回のヨーロッパウナギのように、

絶滅のおそれに関する科学的な証拠があり、また、漁業管理措置を補完する上で有効である

と判断される場合には、ワシントン条約による国際取引の規制を行うことも必要です。

３　ワシントン条約第14回締約国会議
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ワシントン条約第14回締約国会議

＊１ 地域漁業管理機関：ある一定の広がりをもつ水域の中で、漁業管理をするための条約に基づいて設置される国際機
関。関係国の参加により、対象水域における対象資源の保存・管理のための措置を決定する。



4 我が国周辺水域のクロマグロ資源の合理的な利用に向けて
～「我が国周辺クロマグロ資源の利用に関する検討会」～　　　　

（日本の水産業・食生活にとって重要な我が国周辺クロマグロ資源）
我が国周辺水域で漁獲されるクロマグロは、太平洋西部海域で産卵し、北部太平洋を広く

回遊する資源であり、日本の水産業や食生活にとって重要な資源です。

また、本資源を利用する漁業は北海道から沖縄県までの太平洋及び日本海において広く行

われており、漁業種類も曳き縄、釣り、はえ縄、定置網、まき網等多岐にわたっています。

さらに、近年では、各地で養殖も行われるようになっています。

本資源は、我が国の漁業による漁獲が全漁獲量の７割近くを占めており、我が国漁業に関

するデータが資源評価上重要な位置付けを有しています。しかし、漁獲努力量や漁獲量とい

った漁業実態は十分に把握されていない場合があったことから、正確な資源評価が困難でし

た。また、20年には本資源の国際的な資源評価が行われ、資源管理に関する議論が開始され

ることとなっています。

（我が国周辺クロマグロ資源の利用に関する検討開始）
こうした状況を踏まえ、水産庁では、19年８月、クロマグロを漁獲する漁業者、養殖業者、

地方公共団体等幅広い関係者が参画する「我が国周辺クロマグロ資源の利用に関する検討会」

を立ち上げました。我が国周辺クロマグロに関する漁業の実態把握とこれを通じた資源評価

の精度向上に加え、今後の資源利用のあり方について検討を重ね、19年12月には、今後取り

組むべき事項をまとめた「中間とりまとめ」を行いました。

中間とりまとめで取り組むこととされた措置を円滑に進めていくためにも、本検討会にお

いては、これら取組の進捗状況や我が国周辺クロマグロに関する漁業をめぐる情勢等につい

て、引き続き、関係者間で幅広く情報交換・意見交換を行っていきます。
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我が国周辺クロマグロ資源の利用に関する中間とりまとめ（概要） 

我が国周辺クロマグロに関する漁業の実態把握並びに資源管理及び合理的な利用のため、沿岸漁業、沖合漁業、
養殖ごとに以下のデータを収集 

①全体：月別・漁協別・漁業種類別の漁獲量、水揚隻数 
②養殖用種苗及び短期養殖向け：漁業種類別の漁獲尾数・
平均体重 

（漁獲成績報告書を通じた従来の漁獲データに加え）養殖
用種苗及び短期養殖向けの漁獲尾数・平均体重 

種苗入手元、買付尾数、活込尾数、出荷尾数・数量、（原
魚換算後）・養殖期間 

大中型まき網漁業において、合理的な漁獲方策として、
2kg未満の小型魚（養殖用種苗を除く。）の漁獲の抑制に
取り組む 

我が国周辺クロマグロを漁獲する沿岸漁業について、デー
タ収集を通じて漁獲努力量や漁獲等の状況を注視 

我が国周辺クロマグロ養殖について、データ収集を通じて、
養殖生産の状況を注視 

まぐろはえ縄漁業 まき網漁業



5 マグロ養殖業への期待

（世界中で展開される「マグロ・ビジネス」）
マグロは、我が国で最も好まれている魚種の一つであり、世界

のマグロ漁獲量（200万トン）のうち、約３分の１が消費されて

います。特に、クロマグロ、ミナミマグロの大半は我が国で消費

されており、世界の漁場で漁獲され、豪州、メキシコや地中海な

どにおけるいわゆる「蓄養＊１」など、我が国に向けた様々な事業

が展開されています＊２。

（求められるマグロの安定供給）
近年、マグロ類を対象とする大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）やみなみまぐろ

保存委員会（CCSBT）等の地域漁業管理機関において、より一層の資源管理の必要性から、

その漁獲規制の強化が相次いで決定されています＊３。また、燃油の高騰など経営環境の悪化

による廃業などによる供給能力の減少や、世界的な日本食ブームなどを背景とした海外での

マグロ需要の伸びなどからも、将来にわたる我が国のマグロの安定供給が求められています。

（高まるマグロ養殖への期待）
我が国では、市場の評価も高いことからクロマグロの養殖による生産が年々増加していま

す。19年度には４千トンを超えると予想されており、漁獲及び輸入によるクロマグロの国内

推定供給量約４万４千トンに比しても、相当の量であると言えます。また、14年に近畿大学

が成功した完全養殖＊４で、人工孵化させて飼育していたクロマグロの第２世代の親魚が産卵

し、第３世代が誕生しています。こうした技術革新に伴い、養殖によるマグロの安定供給へ

の期待が高まっています。

クロマグロの養殖は、海水温が高く生育が早い海域や、養殖用種苗のマグロ幼魚（ヨコワ）

の採捕地に近い海域を中心に行われおり、中でも鹿児島県奄美大島に生産が集中しています

が、クロマグロの養殖地が拡がるとともに、企業等のクロマグロ養殖に新たに参入しようと

する動きがみられます。

５　マグロ養殖業への期待
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＊１ マグロの蓄養：成魚を短期間飼育し、身質や脂のりを良くして出荷すること。
＊２ マグロに関する情報→参考図表Ⅲ－３参照
＊３ 漁獲規制の強化→63～65ページ、参考図表Ⅲ－４参照
＊４ マグロの完全養殖：受精卵を人工孵化させて得た仔稚魚を飼育し、成長させて成熟・産卵するまでを飼育下で行う
こと。

マグロの供給量 

資料：水産庁による試算 
注：日本の消費量は、原魚換算値で
ある。 

日本で消費され
るマグロ類 

67万トン 世界で獲れる
マグロ類の量 

200万トン 
（2005年） 

研究の進展が期待される完全養殖マグロ 

ヨコワ 
（稚魚） 

親魚 
受精卵 生簀飼育、 

成長させる 

生簀で飼育、成長 

種苗生産 
成魚を漁獲（まき網等） 身質や脂のりを 

よくする 

産卵 

出荷 

（約5年） 

（約5年）

100～150kg

成魚 
稚魚 

約20kg

短期間 
飼育 

養　殖 
完全養殖 

（参考）蓄養 



（養殖業への企業参入により期待される地域の活性化）
クロマグロの養殖については、小規模な養殖業者が協業体として行うなどしている場合も

ありますが、大手水産会社の関連会社が漁業協同組合の組合員として行ったり、漁業関連会

社が事業の多角化のために行ったり、養魚飼料等の販売会社が養殖業者と生産組合を結成し

て行うなど、様々な経営形態があり、企業が参入して、他のブリやマダイなどと比べると大

規模な経営体が担っている部分が大きいという特徴があります。

企業が参入してクロマグロの養殖が行われることによって、雇用の機会が乏しい漁村にお

いて貴重な雇用を生み出しています。また、我が国では、クロマグロの幼魚を漁獲して２～

３年かけて飼育する養殖が行われているため、養殖用種苗の漁獲による所得獲得の機会を提

供したり、海面の養殖場としての有効活用が図られるなど、漁村地域や漁業協同組合にとっ

ても、様々な経済的な波及効果が生じており、各地でクロマグロの養殖に対する関心が高ま

っています。

（持続的かつ安定的にクロマグロを供給するために）
クロマグロの養殖については天然の幼魚を養殖用の種苗として利用しているため種苗の確

保が不安定であったり、新しい分野であることから、天然資源への影響が明らかでありませ

ん。また、養殖漁場についてもクロマグロは大型で遊泳性が高いことなどから制約が多いほ

か、配合飼料が実用化されていないなど、生産技術やノウハウに関して未だ確立してないと

いった様々な課題があります。クロマグロの養殖を手がける企業でも、種苗の人工生産技術

や生餌に替わる配合飼料の開発等に取り組まれています。

国としても、優良な人工種苗の生産技術や配合飼料の開発などを進め、クロマグロの安定

供給に必要な基盤づくりに取り組んでいます。

こうしたなかで、文部科学省の「21世紀COEプログラム」に選定された、「クロマグロ等

の魚類養殖産業支援型研究拠点」により、クロマグロの種苗生産・養殖技術、漁場環境の保

全、配合飼料の開発、品質向上及び経済効

果の検証等を総合的に行う近畿大学を始め

とする大学、また、クロマグロ養殖を手が

ける企業でクロマグロ養殖に関する技術の

開発等に取り組まれています。
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生簀内を泳ぐマグロ クロマグロの産卵行動

持続的かつ安定的なクロマグロの供給に向けて 



6 異業種との連携で広がる新ビジネスの可能性
～漁業と漁村を元気にする、新ビジネスを支援～　

（異業種の事業者が持つノウハウ・技術を活かす）
漁業就業者の減少・高齢化が進行する中、漁業への新規就業者数は、近年1,200～1,500人

となっています。また、その大半が漁村地域の出身者であり、他産業から漁業への新規参入

は限られています。

将来の漁業生産を担う若い意欲的な人材を確保するとともに、漁業・水産業を取り巻く情

勢の変化をビジネスチャンスと捉え、新たな観点からの漁業・水産業を構築することが重要

です。

（異業種事業者の新規参入への高い関心）
全国の漁業以外に従事する事業者に対して「漁協・漁業者と連携した事業への関心度」を

聞いた調査において、６割の事業者が「関心がある」という結果が得られました。また、全

国の漁業者に「漁業生産以外の事業化への取組の関心度」を聞いた調査でも、約６割の漁業

者が「関心がある」という回答が得られました。両者のニーズを活かし、漁業への新規参入

を促すことが重要です。

（ビジネスマッチングフェア開催）
19年９月、漁村を元気にする新たなビジネス・アイデ

アを用いて漁業分野への新規参入を希望する異業種の事

業者と、その技術とノウハウを活かしたい漁協・漁業会

社との出会いの場として「ビジネスマッチングフェア

2007」を開催しました。

フェアでは、漁協・漁業会社が出店した30のブースに

異業種事業者（卸売・小売業40％、サービス業18％、食

品製造業11％など）が111社も来場し、会場は活況を呈

しました。今後は、このフェアにより、漁業者と異業種

事業者との連携した取組が増加することが期待されま

す。

６　異業種との連携で広がる新ビジネスの可能性
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【異業種事業者】の 
漁協・漁業者と連携した事業への関心度 

【漁業者】の水産資源を活用した 
事業化の取組への関心度 

注：従業員数500人以下、年間売上高１億円以上５億円以下の企業（10,419
社）へのダイレクトメールによるアンケート調査（回収336社（3.2％））

注：全国の1,352漁協へのダイレクトメールによるアンケート調査
（回収1,214漁協（90％））

31％ 
22％ 

35％ 

24％ 

16％ 

29％ 

16％ 

24％ 
非常に関心がある 

非常に関心が 
ある 

関心がある 
関心がある 

あまり関心が 
ない 

あまり関心が 
ない 

関心がない 関心がない 

無回答 3％ 

ビジネスマッチングフェア2007



（漁業と漁村を元気にする新ビジネスを支援）
国では19年度より、漁業以外の分野の異業種の事業者・起業家が持つノウハウや技術を水

産資源に活用する25の起業や新ビジネスの事業化に対して支援を行っています。

○乳業メーカーの殺菌技術を活かし、より安全性の高い水産製品を開発
漁業者が水産製品を加工する際、民間の乳業メーカーが持つ殺菌技術を導入し、細菌数を

コントロールして衛生管理の向上に努めました。安全性が高まることにより、製品の差別

化・高付加価値化に加え、賞味期限の延長、製品の廃棄率の改善が可能となりました。漁業

者にとっても、漁獲物の安定的な出荷、安定した収入の確保とともに、新たな雇用の創出に

もつながることが期待されます。

○フグ加工技術を用いた新たなハモ製品の開発
漁業協同組合と水産加工業者がLLPを設立し、連携して規格外の大型ハモを用いた新たな

加工品を開発・販売を行いました。水産加工業者が持つ高度なふぐ加工技術を、規格外の大

型ハモの骨切りに応用して、新たな加工商品を開発しました。また、一時処理で発生した残

滓も商品開発の対象とすることで、廃棄物の削減を実現しました。年間を通して効率的な生

産（夏期：ハモ、冬期：フグ）を行い、無駄のない安定経営を図ることが可能となります。

さらに、規格外ハモの買い取りによる漁業収入の増加が期待されます。

今後とも、異業種の事業者や起業家の水産業に対する関心を惹起し、新たな発想のビジネ

スプランの実現により、日本の漁業と漁村を元気にする取組を日本全国に普及していきます。
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÷機材の提供  ÷管理の指導 

÷加工の指導 

÷殺菌処理  ÷加工  ÷梱包 

生産・加工 
委託 

漁獲物出荷 （衛生管理の向上） 

÷漁獲物を安定的に出荷 
÷安定した漁業収入を実現 
÷新たな雇用の創出 

÷賞味期限の延長 
÷ロス率の改善 
÷製品の差別化 
÷高付加価値化 

鮮
度
指
導 

トレーサビリティー 
商品のPR活動 モニタリング調査 

新製品の共同開発 

出
荷 

L L P（Y有限責任事業組合） 

製品調味料 

加工残滓 



7 海洋基本法が制定

（国として総合的かつ一体的に海洋施策を講じる）
近年、食料や資源・エネルギーの確保、地球環境の維持など海が果たす役割が増大してい

ます。他方、水産資源の減少や海洋環境の悪化、重大海難事故の発生など、海洋権益の確保

に影響を及ぼしかねない事案が発生しています。こうした問題に対し、海洋政策の新たな制

度的枠組みの構築が必要となっていました。

こうした状況を背景に、19年４月に「海洋基本法」が制定され、７月20日から施行され

ました。海洋基本法は、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、我が国の経済社会

の健全な発展及び国民生活の安定向上を図るとともに、海洋と人類の共生に貢献することを

目的としています。

また、内閣総理大臣を本部長とする「総合海洋政策本部」が設けられ、国として総合的か

つ一体的に海洋施策を講じていくこととしています。

（「海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和」など6つの基本理念）
海洋基本法は、「海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和」、「海洋の安全の確保」、

「海洋に関する科学的知見の充実」、「海洋産業の健全な発展」、「海洋の総合的管理」、「海洋

に関する国際的協調」という６つの基本理念を掲げています。また、この基本理念の下で行

うべき責務と講ずべき施策の基本方向も明らかにしています。

（「海洋基本計画」策定）
20年３月には、海洋基本法に基づき、今後の施策の中期的指針となる「海洋基本計画」が

策定されました。今後は、この基本計画に示された方向に沿って施策の具体化が進められま

す。

７　海洋基本法が制定
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政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

海洋資源の開発及び利用の推進 

海洋環境の保全等 

排他的経済水域等の開発等の推進 

海上輸送の確保 

海洋の安全の確保 

海洋調査の推進 

海洋科学技術に関する研究開発の推進等 

海洋産業の振興及び国際競争力の強化 

沿岸域の総合的管理 

離島の保全等 

国際的な連携の確保及び国際協力の推進 

海洋に関する国民の理解の増進と人材育成 




